
 
 

 
 
 

 

 

 

医療介護総合確保促進法 

に基づく⼭梨県計画 
 
 

 

 

 

 

平成27年11月 
 

山 梨 県 
  



- 21 - 
 

３．計画に基づき実施する事業 
 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に 
関する事業 

事業名 【No.1】 
医療機能分化連携推進事業 

【総事業費】 
828,111千円 

事業の対象と

なる医療介護

総合確保区域 

県全体 

事業の実施

主体 
医療機関 

事業の目標 アウトプット：医療機能分化・連携のための設備整備 年間 20箇所 
アウトカム ：医療機能別病床数の適正化に向けた基盤構築 
（具体的な数値目標は、地域医療構想の策定を受けて設定） 

事業の期間 平成 28年 1月 1日～平成 30年 3月 31日 

事業の内容 ・病床の機能分化・連携体制の構築に向け、在宅復帰を推進する回復期

機能等の充実・強化を図るため、病院、診療所が行う設備整備に対し

て助成を行う。 
（回復期リハビリテーション機能の強化、急性期を経過した患者の受

入機能の強化、在宅患者の急変時における受入機能の強化及び地域医

療連携体制の強化に必要な設備整備） 
事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 828,111 (千円) 基金充当

額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

 

公 80,599 (千円) 
基金 国 212,854 (千円) 

都道

府県 
106,427 (千円) 民 132,255 (千円) 

うち受託事業等（再掲）

（注２） 

0 (千円) 
計 319,281 (千円) 

その他 508,830 (千円) 

備考（注３） H27年度：64,281千円、H28年度：135,000千円、 
H29年度：120,000千円 

 
（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事

業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。  
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に 

関する事業 
事業名 【No.2】 

精神科地域移行転換促進施設整備事業 
【総事業費】 

948,736千円 
事業の対象と

なる医療介護

総合確保区域 

県全体 

事業の実施

主体 
医療機関 

事業の目標 アウトプット： 既存療養型病床の削減及び急性期対応型病床の整備 
アウトカム ： 精神疾患の退院率 22％（H23）→ 27％以上 
 

事業の期間 平成 28年 3月 1日～平成 30年 3月 31日  

事業の内容 ・長期入院精神障害者の地域移行を進めるとともに、精神病床の機能分

化を進め、新たに入院する急性期の精神障害者が早期に退院できるよ

う、手厚く密度の高い医療の提供体制を確保する必要があることから、

精神科病院の病床機能転換事業に対して助成を行う。 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 948,736 (千円) 基金充当

額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

 

公 0 (千円) 
基金 国 22,056 (千円) 

都道

府県 
11,029 (千円) 民 22,056 (千円) 

うち受託事業等（再掲）

（注２） 

0 (千円) 計 33,085 (千円) 
その他 915,651 (千円) 

備考（注３） H27･28年度：0千円、H29年度：33,085千円 
 
（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事

業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に 

関する事業 
事業名 【No.３】 

民間医療機関医療情報連携推進事業 
【総事業費】 
330,000千円 

事業の対象と

なる医療介護

総合確保区域 

県全体 
  
 

事業の実施

主体 
民間医療機関 

事業の目標 アウトプット：患者データの共有化を推進する民間医療機関数 
 3医療機関増 

アウトカム ：診療の効率化、医療機関間の連携促進 
 

事業の期間 平成 28年 1月 1日～平成 29年 3月 31日 
 

事業の内容 ・効率的かつ質の高い地域医療連携体制の構築に向け、医療機関間で標

準規格に基づいた紹介患者の情報共有が推進・普及されるよう、民間

医療機関を対象に、地域医療ネットワークの基盤となる患者情報シス

テムの整備事業に対して助成を行う。 
 
 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 330,000 (千円) 基金充当

額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

 

公 0 (千円) 
基金 国 20,000 (千円) 

都道

府県 
10,000 (千円) 民 20,000 (千円) 

うち受託事業等（再掲）

（注２） 

0 (千円) 
計 30,000 (千円) 

その他 300,000 (千円) 
備考（注３） H27年度：0千円、H28年度：30,000千円 

 
（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事

業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.4】 
在宅医療推進協議会設置事業 

【総事業費】 
7,510千円 

事業の対象と

なる医療介護

総合確保区域 

県全体、中北、峡東、峡南、富士･東部 

事業の実施

主体 
山梨県医師会、地区医師会（10地域） 

事業の目標 アウトプット：全県及び４区域での在宅医療推進協議会の開催 
アウトカム ：在宅看取りを実施している病院、診療所数の合計 
        30施設(H23) → 30施設以上(H29) 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 
 

事業の内容 ・在宅医療に関する課題解決に向けた取組を推進するため、県医師会及

び地区医師会に在宅医療に取り組む医師及び多職種からなる協議会を

設置し、地域及び全県における在宅医療の課題検討を行うとともに、

研修会等を開催する。 
 
 
 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 7,510 (千円) 基金充当

額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

 

公 0 (千円) 
基金 国 5,006 (千円) 

都道

府県 
2,504 (千円) 民 5,006 (千円) 

うち受託事業等（再掲）

（注２） 

 0 (千円) 
計  7,510 (千円) 

その他 0 (千円) 
備考（注３）  

 
（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事

業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.5】 
在宅医療人材育成事業 

【総事業費】 
1,007千円 

事業の対象と

なる医療介護

総合確保区域 

中北 

事業の実施

主体 
甲府市医師会 

事業の目標 アウトプット：甲府市医師会における在宅医療推進に向けた検討会、研

修会の開催（検討会 5回、研修会 3回） 
アウトカム ：在宅医療提供体制の強化 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 
 

事業の内容 ・在宅医療に取り組む医師の増加とともに、多職種協働により在宅医療 

を行う人材を育成するため、在宅医療関係者の多職種連携研修や各専 

門職の質の向上に資する研修の実施を支援する。 
（高齢者が安心して在宅で療養できるよう、認知症疾患に関する研修

会等を開催） 
 
 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 1,007 (千円) 基金充当

額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

 

公 0 (千円) 
基金 国 671 (千円) 

都道

府県 
336 (千円) 民 671 (千円) 

うち受託事業等（再掲）

（注２） 

0 (千円) 
計 1,007 (千円) 

その他 0 (千円) 
備考（注３）  

 
（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事

業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.6】 
訪問看護推進事業 

【総事業費】 
897千円 

事業の対象と

なる医療介護

総合確保区域 

県全体 

事業の実施

主体 
山梨県、山梨県看護協会、NPO法人山梨県ホスピス協会 
 

事業の目標 アウトプット：訪問看護推進協議会の開催回数（2回） 
訪問看護ステーション・医療機関に勤務する看護師相互研修の実施日数 
（5日間） 
訪問看護管理者研修の開催回数（2回） 
在宅ターミナルケア普及事業  
講演会の開催（1回）、パンフレット作成配布（1回） 
アウトカム ：在宅医療推進に向けた看護職員の確保及び看護の質の向

上 
事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 

 
事業の内容 ・県内の在宅医療の推進を図るため、医療機関･訪問看護ステーション･ 

居宅介護支援事業所、市町村、保健所等で構成する訪問看護推進協議

会で、訪問看護に関する課題や対策等を協議する。 
・県民や看護職、支援関係者を対象に、在宅医療の推進に不可欠な訪問

看護の充実を図るため、研修・普及啓発等を実施する。 
 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 897 (千円) 基金充当

額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

 

公 51 (千円) 
基金 国 598 (千円) 

都道

府県 
299 (千円) 民 547 (千円) 

うち受託事業等（再掲）

（注２） 

547 (千円) 
計 897 (千円) 

その他 0 (千円) 
備考（注３）  

 
（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事

業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.7】 
訪問看護推進拠点事業 

【総事業費】 
16,525千円 

事業の対象と

なる医療介護

総合確保区域 

県全体 

事業の実施

主体 
山梨県（山梨県看護協会委託） 

事業の目標 アウトプット：訪問看護センターの設置・運営（1カ所） 
訪問看護を活用した在宅療養を推進するための県民への普及啓発の実施 

普及啓発講演会の開催（1回） 
新人訪問看護師養成研修（訪問看護ステーション 5カ所）  
アウトカム：在宅医療推進に向けた看護職員の確保及び看護の質の向上 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 
 

事業の内容 ・訪問看護師の確保･定着を図るとともに、訪問看護を安定的に提供する 

ため、訪問看護ステーション間の相互補完体制となる拠点機能設置と

新人訪問看護師等養成研修、訪問看護の普及啓発のための研修会等を

行い、在宅医療の推進を図る。 
 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 16,525 (千円) 基金充当

額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

 

公 0 (千円) 
基金 国 11,017 (千円) 

都道

府県 
5,508 (千円) 民 11,017 (千円) 

うち受託事業等（再掲）

（注２） 

11,017 (千円) 
計 16,525 (千円) 

その他 0 (千円) 
備考（注３）  

 
（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事

業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.８】 
退院支援マネジメント養成研修事業 

【総事業費】 
4,441千円 

事業の対象と

なる医療介護

総合確保区域 

県全体、中北、峡東、峡南、富士･東部 

事業の実施

主体 
山梨県（山梨県看護協会委託） 

事業の目標 アウトプット：退院支援マネジメント養成検討会議の実施回数（12回） 
退院支援マネジメント普及啓発研修の開催回数（7回） 
アウトカム ：在宅医療推進に向けた看護職員の看護の質の向上 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 
 

事業の内容 ・入院から在宅への移行期において適切な退院支援を確保するため、退

院支援マネジメントを実践できる人材養成と普及のための研修会を開

催する。 
 
 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 4,441 (千円) 基金充当

額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

 

公 0 (千円) 
基金 国 2,961 (千円) 

都道

府県 
1,480 (千円) 民 2,961 (千円) 

うち受託事業等（再掲）

（注２） 

2,961 (千円) 
計 4,441 (千円) 

その他 0 (千円) 
備考（注３）  

 
（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事

業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.9】 
在宅歯科医療連携室整備事業 

【総事業費】 
3,967千円 

事業の対象と

なる医療介護

総合確保区域 

県全体 

事業の実施

主体 
山梨県（山梨県歯科医師会委託） 

事業の目標 アウトプット：在宅歯科医療連携室の設置・運営 1箇所 
アウトカム ：県内における在宅歯科医療提供体制の強化 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 
 

事業の内容 ・在宅歯科医療の推進や在宅における医科・歯科・介護の多職種連携を 
 推進するため、在宅歯科医療連携室を設置する。 
・歯科医療連携室では、①医科・介護等との連携・調整、②在宅歯科医 
 療希望者への歯科医師紹介、③在宅歯科医療機器の購入・貸出等を行 
 うとともに、住民や医科、介護関係者等からなる推進協議会等を設け、 
 事業の評価・検討を定期的に行い業務の効率化を図る。 
 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 3,967 (千円) 基金充当

額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

 

公 0 (千円) 
基金 国 2,645 (千円) 

都道

府県 
1,322 (千円) 民 2,645 (千円) 

うち受託事業等（再掲）

（注２） 

2,645 (千円) 
計 3,967 (千円) 

その他 0(千円) 
備考（注３）  

 
（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事

業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.10】 
在宅歯科医療人材育成事業 

【総事業費】 
1,841千円 

事業の対象と

なる医療介護

総合確保区域 

県全体 

事業の実施

主体 
山梨県歯科医師会 

事業の目標 アウトプット：在宅歯科医療推進に向けた研修会の開催 7回 
アウトカム ：在宅療養支援歯科診療所の数 
        35施設(H26)  → 39施設(H29) 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 
 

事業の内容 ・在宅歯科医療人材の育成を図るため、歯科医療が必要な高齢者に対す

る医科やリハビリの分野での視点等を学び広い視野で患者を診るグル

ープワークを中心とした研修事業、在宅がん患者口腔ケア研修事業、

医科・歯科連携のための研修事業の開催を支援する。 
 
 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 1,841 (千円) 基金充当

額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

 

公 0 (千円) 
基金 国 1,227 (千円) 

都道

府県 
614 (千円) 民 1,227 (千円) 

うち受託事業等（再掲）

（注２） 

0 (千円) 
計 1,841 (千円) 

その他 0 (千円) 
備考（注３）  

 
（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事

業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.11】 
在宅療養拠点薬局整備事業 

【総事業費】 
1,464千円 

事業の対象と

なる医療介護

総合確保区域 

県全体 

事業の実施

主体 
山梨県薬剤師会 

事業の目標 アウトプット：無菌調剤の技術習得や在宅医療に関する講習会の開催  
       年間１回 
アウトカム ：在宅医療提供体制の構築 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 30年 3月 31日 
 

事業の内容 ・在宅療養者が住み慣れた地域で安心して医療・介護が受けられる体制

の構築に向けて、在宅医療・介護に取り組む薬局・薬剤師の養成や、

地域の拠点薬局に整備した無菌調剤設備による製剤方法等の技術向上

のための研修事業の開催を支援する。 
 
 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 1,464 (千円) 基金充当

額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

 

公 0 (千円) 
基金 国 976 (千円) 

都道

府県 
488 (千円) 民 976 (千円) 

うち受託事業等（再掲）

（注２） 

0 (千円) 
計 1,464 (千円) 

その他 0 (千円) 
備考（注３） H27年度：488千円、H28年度：488千円、H29年度：488千円 

 
（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事

業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業 

事業名 【No.12】 
山梨県介護施設等整備事業 

【総事業費】 
－  千円 

事業の対象
となる医療
介護総合確
保区域 

峡南、富士・東部 

事業の実施
主体 社会福祉法人等 

事業の目標 
地域包括ケアシステムの構築に向けて、地域密着型サービス施設等の整備等を

支援することにより、地域の実情に応じた介護サービス提供体制の整備を促進

する。 
・地域密着型介護老人福祉施設 1,139床（41カ所） → 1,197床（43カ所） 
・認知症高齢者グループホーム 957 
床（68カ所） → 975床（69カ所） 
・小規模多機能型居宅介護事業所 579人／月分（24カ所） 
→ 608人／月分（25カ所） 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 5カ所 → 6カ所 

事業の期間 
平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 

①地域密着型サービス施設等の整備に対する助成を行う。 

整備予定施設等 

 地域密着型特別養護老人ホーム          58床（2カ所） 

 認知症高齢者グループホーム            18床（1カ所） 

 小規模多機能型居宅介護事業所          29人／月分（１カ所） 

 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所   1カ所 
 

②介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対して支援を行う。 

整備予定施設等 

 地域密着型特別養護老人ホーム          58床（2カ所） 

 認知症高齢者グループホーム            18床（1カ所） 

 養護老人ホーム（定員30人以上）         60床（1カ所） 

 小規模多機能型居宅介護事業所          9人／宿泊（１カ所） 

 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所  1カ所 
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事業に要す

る費用の額 事業内容 
総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

（注１） 

基金 その他 
（Ｃ） 
（注２） 国（Ａ） 都道府県（Ｂ） 

①地域密着型サービ

ス施設等の整備 

(千円) 

－ 

(千円) 

211,553 
(千円) 

105,777 
(千円) 

－ 

②施設等の開設・設

置に必要な準備経費 

(千円) 

－ 

(千円) 

66,897 
(千円) 

33,448 
(千円) 

－ 

③介護保険施設等の

整備に必要な定期借

地権設定のための一

時金 

(千円) 

0 
(千円) 

0 
(千円) 

0 
(千円) 

0 

④介護サービスの改

善を図るための既存

施設等の改修 

(千円) 

0 
(千円) 

0 
(千円) 

0 
(千円) 

0 

金額 
総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

－   
基金充当額 

（国費）に

おける公民

の別 
（注３） 

（注４） 

公 (千円) 

0 

基
金 

国（Ａ） 
(千円) 

278,450 
民 (千円) 

278,450 
都道府県（Ｂ） 

(千円) 

139,225 
 

うち受託事業等 

 

（再掲） 

(千円) 

0 
計（Ａ＋Ｂ） 

(千円) 

417,675 

その他（Ｃ） 
(千円) 

－   

備考（注５）  
 

（注１）事業者が未定等のため、総事業費が不明の場合は、記載を要しない。 

（注２）事業者が未定で、事業者負担額が不明の場合は、記載を要しない。 
（注３）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注４）指定管理者制度の活用など設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当 

   額（国費）における公民の別としては、「公」に計上するものとする。 
（注５）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載 
   すること。 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.13】 
地域医療支援センター運営事業 

【総事業費】 
22,054千円 

事業の対象と

なる医療介護

総合確保区域 

県全体 

事業の実施

主体 
山梨県（山梨大学委託） 

事業の目標 アウトプット：地域医療支援センターの運営 
       ・地域枠医学生等への面談者数    28人 

  ・地域医療機関への斡旋等医師数   2人 
       ・臨床研修指導医講習会の開催    1回 
       ・若手医師医療技術向上研修会の開催 1回 
アウトカム ：医師の地域偏在の解消と定着を図る 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 
 

事業の内容 ・医師の地域偏在の解消と定着を図るため、医師のキャリア形成支援と

一体的に医師不足病院の医師確保を支援する。 
・県内の医師不足状況の把握分析を進めるとともに、若手医師を地域の 

医療機関に誘導するため、地域枠医学生等に対する面談等の実施、中

核病院、地域医療機関を循環しながらスキルアップする後期研修プロ

グラムを作成・実施する。 
・また、地域の医療機関における研修体制を整備するため、臨床研修指

導医講習会を開催するとともに、若手医師を対象とした講習会を実施

する。 
 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 22,054 (千円) 基金充当

額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

 

公 14,702 (千円) 
基金 国 14,702 (千円) 

都道

府県 
7,352 (千円) 民 0 (千円) 

うち受託事業等（再掲）

（注２） 

0 (千円) 
計 22,054 (千円) 

その他 0 (千円) 
備考（注３）  

 
（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事

業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.14】 
医学生定着促進事業 

【総事業費】 
5,550千円 

事業の対象と

なる医療介護

総合確保区域 

県全体 

事業の実施

主体 
山梨大学 

事業の目標 アウトプット：地域枠医学生の地域医療機関への体験実習 175人 
アウトカム ：体験実習を受けた医学生の地域医療への意識付けを図る 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 
 

事業の内容 ・医師の地域偏在の解消に向け、医学生の地域医療への意識付けを図る

ため、山梨大学地域枠医学生を対象に、地域の医療機関を活用した継

続的な体験実習の実施を支援する。 
・地域の医療機関を、医学生を医師として育てるための「里親」と位置

付け、山梨大学地域枠医学生を対象に、それぞれ地域の医療機関（里

親病院）を割当て、1年次～6年次まで継続して、割当医療機関で病院
実習や勉強会等に参加させることで、地域医療及び地域の医療機関へ

の意識付けを図る。平成 27年度は、1年次～5年次までの 175人を対
象に実習を実施する。 

 
事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 5,550 (千円) 基金充当

額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

 

公 3,700 (千円) 
基金 国 3,700 (千円) 

都道

府県 
1,850 (千円) 民 0 (千円) 

うち受託事業等（再掲）

（注２） 

0 (千円) 
計 5,550 (千円) 

その他 0(千円) 
備考（注３）  

 
（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事

業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.15】 
産科医等分娩手当支給事業 

【総事業費】 
66,140千円 

事業の対象と

なる医療介護

総合確保区域 

県全体 

事業の実施

主体 
分娩取扱医療機関 
 

事業の目標 アウトプット：医療機関１７施設への手当支給 
アウトカム ：産科医等の処遇を改善、定着を図る 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 
 

事業の内容 ・勤務環境が特に厳しい産科医及び助産師の勤務条件を改善することに 

より産科医等の確保を図るため、産科医等に対し分娩手当を支給する 

医療機関を支援する。 
 
 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 66,140 (千円) 基金充当

額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

 

公 14,085 (千円) 
基金 国 27,102 (千円) 

都道

府県 
13,551 (千円) 民 13,017 (千円) 

うち受託事業等（再掲）

（注２） 

0 (千円) 
計 40,653 (千円) 

その他 25,487 (千円) 
備考（注３）  

 
（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事

業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.16】 
NICU入室児担当手当支給事業 

【総事業費】 
2,080千円 

事業の対象と

なる医療介護

総合確保区域 

県全体 

事業の実施

主体 
新生児担当手当を支給する医療機関 

事業の目標 アウトプット：医療機関１施設への手当支給 
アウトカム ：新生児担当医の処遇を改善、定着を図る 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 
 

事業の内容 ・勤務環境が特に厳しい新生児医療担当医の勤務条件を改善することに 

より新生児医療担当医師の確保を図るため、新生児医療担当医に対し 

手当を支給する医療機関を支援する。 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 2,080 (千円) 基金充当

額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

 

公 462 (千円) 
基金 国 462 (千円) 

都道

府県 
231 (千円) 民 0 (千円) 

うち受託事業等（再掲）

（注２） 

0 (千円) 
計 693 (千円) 

その他 1,387 (千円) 
備考（注３）  

 
（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事

業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.17】 
産科医確保臨床研修支援事業 

【総事業費】 
8,800千円 

事業の対象と

なる医療介護

総合確保区域 

県全体 

事業の実施

主体 
山梨大学 

事業の目標 アウトプット：後期研修医確保に向けた研修プログラム等への支援 
アウトカム ：後期研修医２人確保 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 
 

事業の内容 ・地域で安心してお産ができる体制の整備に向け、産科医を育成・確保 

するため、県内統一の産科後期研修プログラムの運営及び研修医の募 

集を支援する。 
・研修プログラムの運営に当たっては、若手医師の高度専門医療への志

向に対応し、ハイリスク分娩等の高度な医療技術の修得ができるよう、

他大学への短期派遣研修をプログラムに位置付けるとともに、産科医

療技術を学ぶ講習会等を開催するなど若手医師の向上心等に訴求した

研修医募集活動を行い、更なる産科医の育成・確保を図る。 
 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 8,800 (千円) 基金充当

額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

 

公 5,867 (千円) 
基金 国 5,867 (千円) 

都道

府県 
2,933 (千円) 民 0 (千円) 

うち受託事業等（再掲）

（注２） 

0 (千円) 
計 8,800 (千円) 

その他 0 (千円) 
備考（注３）  

 
（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事

業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No. 18】 
小児救急医療体制確保事業（小児救急医療体制整備事業） 

【総事業費】 
53,250千円 

事業の対象と

なる医療介護

総合確保区域 

県全体 

事業の実施

主体 
山梨県小児救急医療事業推進委員会 

事業の目標 アウトプット： 小児二次救急輪番体制の維持確保 
参加病院数（現状７病院 → 目標 ７病院） 

アウトカム ： 小児救急医の負担軽減、小児医療救急体制の充実 
 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 
 

事業の内容 ・小児救急医の負担を軽減するため、小児科を標榜する病院等が輪番制

により小児患者を受け入れることにより、休日・夜間の小児救急体制

を整備するために必要な医療従事者確保に要する経費等を支援する。 
 
 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 53,250 (千円) 基金充当

額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

 

公 19,517 (千円) 
基金 国 23,666 (千円) 

都道

府県 
11,833 (千円) 民 4,149 (千円) 

うち受託事業等（再掲）

（注２） 

4,149 (千円) 
計 35,499 (千円) 

その他 17,751 (千円) 
備考（注３）  

 
（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事

業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.19】 
小児救急医療体制確保事業（小児救急電話相談事業） 

【総事業費】 
21,324千円 

事業の対象と

なる医療介護

総合確保区域 

県全体 

事業の実施

主体 
山梨県（甲府市医師会委託） 

事業の目標 アウトプット： 継続的な小児救急電話相談の実施 
（現状 年間３６５日 → 目標 年間３６５日） 

アウトカム ： 小児救急医の負担軽減、小児医療救急体制の充実 
 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 
 

事業の内容 ・地域における小児救急医療体制の補強と医療機関の機能分化を推進し、

県内どこでも患者の病状に応じた適切な医療が受けられるようにする

とともに、休日・夜間等における不要・不急の受診の抑制を図ること

により小児救急医の負担軽減を図るため、小児患者の保護者等向けの

専門の看護師による電話相談体制を整備する。 
 ［電話相談受付時間］  毎日 ：午後 7時～翌朝 7時 
             土曜日：午後 3時～翌朝 7時  
             休日 ：午前 9時～翌朝 7時 
 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 21,324 (千円) 基金充当

額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

 

公 0 (千円) 
基金 国 14,216 (千円) 

都道

府県 
7,108 (千円) 民 14,216 (千円) 

うち受託事業等（再掲）

（注２） 

14,216 (千円) 
計 21,324 (千円) 

その他 0 (千円) 
備考（注３）  

 
（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事

業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.20】 
救急搬送受入支援事業 

【総事業費】 
63,926千円 

事業の対象と

なる医療介護

総合確保区域 

県全体 

事業の実施

主体 
最終受入医療機関 

事業の目標 アウトプット：最終受入医療機関の維持確保 
（現状 ６施設 → 目標 ６施設） 

アウトカム ：救急勤務医の負担軽減（救急患者受入要請回数の改善）、

救急医療体制の充実 
 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 
 

事業の内容 ・患者の重症度や疾患に応じた適切な救急搬送を行うことにより、救急 

勤務医の負担軽減を図るため、患者の状況等に応じた搬送医療機関へ 

の搬送のルール化、最終受入医療機関の継続的な確保など、救急患者

の受入体制を整備する。 
 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 63,926 (千円) 基金充当

額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

 

公 9,469 (千円) 
基金 国 14,204 (千円) 

都道

府県 
7,102 (千円) 民 4,735 (千円) 

うち受託事業等（再掲）

（注２） 

0 (千円) 
計 21,306 (千円) 

その他 42,620 (千円) 
備考（注３）  

 
（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事

業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.21】 
二次救急医療体制確保事業 

【総事業費】 
4,731千円 

事業の対象と

なる医療介護

総合確保区域 

県全体 

事業の実施

主体 
山梨県（山梨県立大学委託） 

事業の目標 アウトプット： トリアージナース初期研修会の実施回数（年間３回） 
アウトカム ： 二次救急医療に対応できる看護師の安定的確保 
        

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 30年 3月 31日 
 

事業の内容  県内の二次救急病院に勤務する看護職員を対象に初期研修を実施し、

トリアージナースの育成を図る。 
 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 4,731 (千円) 基金充当

額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

 

公 3,154 (千円) 
基金 国 3,154 (千円) 

都道

府県 
1,577 (千円) 民 0 (千円) 

うち受託事業等（再掲）

（注２） 

0 (千円) 
計 4,731 (千円) 

その他 0 (千円) 
備考（注３） H27年度：1,535千円、H28年度：1,598千円、H29年度：1,598千円 

 
（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事

業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.22】 
災害医療従事者確保養成事業 

【総事業費】 
5,400千円 

事業の対象と

なる医療介護

総合確保区域 

県全体 

事業の実施

主体 
山梨県医師会 

事業の目標 アウトプット：災害医療に関わる多職種による会議の開催（年 2回以上）、 
JMAT としての活動を希望する医療従事者を対象とした
研修会の開催（年 1回以上） 

アウトカム ：災害医療体制の強化 
 

事業の期間 平成 28年 1月 1日～平成 30年 3月 31日 
 

事業の内容 ・地域の救急・災害医療の提供体制確保のため、災害時等に対応できる

医療従事者を計画的に養成する研修等の実施を支援する。 
 

 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 5,400 (千円) 基金充当

額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

 

公 0 (千円) 
基金 国 3,600 (千円) 

都道

府県 
1,800 (千円) 民 3,600 (千円) 

うち受託事業等（再掲）

（注２） 

0 (千円) 
計 5,400 (千円) 

その他 0 (千円) 
備考（注３） H27年度：1,800千円、H28年度：1,800千円、H29年度：1,800千円 

 
（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事

業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.23】 
新人看護職員研修事業 

【総事業費】 
24,957千円 

事業の対象と

なる医療介護

総合確保区域 

県全体 

事業の実施

主体 
山梨県（山梨県立大学、山梨県看護協会委託）、各医療機関 

事業の目標 アウトプット：看護の質の向上や安全な医療の確保、早期離職防止を図

るために実施した各研修の実施回数 
・多施設合同研修の実施      （7日間） 
・実地指導者研修の実施      （6日間） 
・新人看護職員卒後研修の実施   （16病院） 
・新人看護師指導担当者研修の実施 （3日間） 
 
アウトカム ：新人看護職員の臨床実践能力の獲得、看護の質の向上及

び早期離職防止 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 

事業の内容 ・看護の質の向上や安全な医療の確保、早期離職防止の観点から、自施 

設での新人看護職員に対する臨床研修実施への支援を行うとともに、

自施設では研修を完結できない小規模病院に対する新人看護職員を対

象とした合同研修を実施する。さらに、実地指導者、新人看護師指導

担当者等への研修の実施により、適切な研修実施体制を確保する。 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 24,957 (千円) 基金充当

額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

 

公 6,296 (千円) 
基金 国 9,047 (千円) 

都道

府県 
4,523 (千円) 民 2,751 (千円) 

うち受託事業等（再掲）

（注２） 

301 (千円) 
計 13,570 (千円) 

その他 11,387 (千円) 
備考（注３）  

 
（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事

業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.24】 
看護職員資質向上推進事業 

【総事業費】 
10,957千円 

事業の対象と

なる医療介護

総合確保区域 

県全体 

事業の実施

主体 
山梨県、山梨県看護協会、山梨県立大学 

事業の目標 アウトプット：看護職員の資質向上を図るために実施した各研修の実施

回数 
・看護職員専門分野研修の実施（認知症看護・緩和ケア 7ヶ月間） 
・看護職員実務研修の実施        （3～5日間） 
・潜在看護職員復職研修事業    （3～5日間） 
・看護職員実習指導者講習会の実施 （39日間） 
アウトカム ：県内における看護の質の向上 
 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 

事業の内容 ・看護職員の資質向上を図るため、認定看護師の養成、看護職の成長段

階に合わせた専門分野別の研修、職能別特徴に照らし合わせた研修、

潜在看護職員を含む有資格看護職者とした復職支援研修等の実施を支

援する。 
 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 10,957 (千円) 基金充当

額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

 

公 4,756 (千円) 
基金 国 6,459 (千円) 

都道

府県 
3,230 (千円) 民 1,703 (千円) 

うち受託事業等（再掲）

（注２） 

1,703 (千円) 
計 9,689 (千円) 

その他 1,268 (千円) 
備考（注３）  

 
（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事

業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.25】 
看護職員確保対策事業 
（新卒看護職員Ｕ･Ｉターン就職促進事業） 

【総事業費】 
243千円 

事業の対象と

なる医療介護

総合確保区域 

県全体 

事業の実施

主体 
山梨県 

事業の目標 アウトプット：他県の学校訪問による PR活動実施回数（30回） 
アウトカム ：県内における看護職員の確保 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 
 

事業の内容 ・看護職員の確保を図るため、他県で就学している本県出身の看護学生 

 を中心に県内就職情報を積極的に発信し、インターンシップや病院説 
 明会等への参加に繋げ、Ｕ・Ｉターン就職を促進する。 
 ○ 無料就職相談会の開催 
 ○ 学校訪問によるＰＲ活動（本県出身の学生が在籍する養成所を訪問） 
 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 243 (千円) 基金充当

額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

 

公 162 (千円) 
基金 国 162 (千円) 

都道

府県 
81 (千円) 民 0 (千円) 

うち受託事業等（再掲）

（注２） 

0 (千円) 
計 243 (千円) 

その他 0 (千円) 
備考（注３）  

 
（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事

業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.26】 
看護職員確保対策事業 
（就業環境改善アドバイザー派遣事業） 

【総事業費】 
1,056千円 

事業の対象と

なる医療介護

総合確保区域 

県全体 

事業の実施

主体 
山梨県 

事業の目標 アウトプット：看護の質の向上や職場環境・指導管理体制の改善のため

にアドバイザーを派遣した施設数及び回数（20施設、80回） 
アウトカム ：県内における看護職員の確保及び看護の質の向上 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 
 

事業の内容 ・看護の質の向上や職場環境・指導管理体制の改善を希望する病院に対

して、アドバイザーを派遣し、現場の課題に応じた改善策の提案や改

善に向けた助言等を行うことにより、魅力ある病院づくりを進め、看

護職員の確保定着を図る。 
 
 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 1,056 (千円) 基金充当

額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

 

公 704 (千円) 
基金 国 704 (千円) 

都道

府県 
352 (千円) 民 0 (千円) 

うち受託事業等（再掲）

（注２） 

0 (千円) 
計 1,056 (千円) 

その他 0 (千円) 
備考（注３）  

 
（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事

業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.27】 
看護職員確保対策事業（看護の心の健康相談事業） 

【総事業費】 
655千円 

事業の対象と

なる医療介護

総合確保区域 

県全体 

事業の実施

主体 
山梨県（山梨県看護協会委託） 

事業の目標 アウトプット：就業継続のために実施した看護職の心の健康相談の実施

回数（月 2回） 
アウトカム ：県内における看護職員の確保及び離職防止 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 
 

事業の内容 ・心の健康相談を希望する県内の看護職員を対象に、仕事に関する悩み・ 

不安を気軽に相談できるよう臨床心理士による相談窓口を設置し、心

の悩みを解消し、離職防止に繋げる。 
 
 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 655 (千円) 基金充当

額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

 

公 0 (千円) 
基金 国 437 (千円) 

都道

府県 
218 (千円) 民 437 (千円) 

うち受託事業等（再掲）

（注２） 

437 (千円) 
計 655 (千円) 

その他 0 (千円) 
備考（注３）  

 
（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事

業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.28】 
看護職員確保対策事業（ナースバンク事業） 

【総事業費】 
1,165千円 

事業の対象と

なる医療介護

総合確保区域 

県全体 

事業の実施

主体 
山梨県（山梨県看護協会委託） 

事業の目標 アウトプット：ナースセンターの就業相談における就業者数 
       ６２６人（H26度）→増加（H27度） 
アウトカム ：県内における看護職員の確保及び再就業促進 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 
 

事業の内容 ・ナースセンターの機能強化に伴い、ナースバンク事業において、離職

者等を含めた未就業者に対する就業支援を強化する。 
 ナースバンク事業における第５次ＮＣＣＳ更新・運用等に要する経費 
 
 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 1,165 (千円) 基金充当

額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

 

公 0 (千円) 
基金 国 777 (千円) 

都道

府県 
388 (千円) 民 777 (千円) 

うち受託事業等（再掲）

（注２） 

777 (千円) 
計 1,165 (千円) 

その他 0 (千円) 
備考（注３）  

 
（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事

業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.29】 
看護職員確保対策事業 
（ナースセンター・ハローワーク連携相談支援事業） 

【総事業費】 
1,305千円 

事業の対象と

なる医療介護

総合確保区域 

県全体 

事業の実施

主体 
山梨県（山梨県看護協会委託） 

事業の目標 アウトプット：潜在看護職員の再就業促進のため、ハローワークにて実

施した就業相談の実施回数（県内 7箇所 月 1回） 
アウトカム ：県内における看護職員の確保、再就業促進 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 
 

事業の内容 ・地域の実情に応じた看護職員の離職防止対策を始めとした総合的な看

護職員確保対策を支援する。 
・潜在看護職員の再就業を効果的に進めるため、ナースセンターと公共

職業安定所（ハローワーク）が連携し、情報共有を行うとともに、ハ

ローワークを巡回し就業相談を実施する。 
 
 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 1,305 (千円) 基金充当

額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

 

公 0 (千円) 
基金 国 870 (千円) 

都道

府県 
435 (千円) 民 870 (千円) 

うち受託事業等（再掲）

（注２） 

870 (千円) 
計 1,305 (千円) 

その他 0 (千円) 
備考（注３）  

 
（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事

業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.30】 
看護師等養成所運営費補助事業 

【総事業費】 
94,953千円 

事業の対象と

なる医療介護

総合確保区域 

県全体 

事業の実施

主体 
民間立看護師養成所（3施設） 

事業の目標 アウトプット：看護師等養成所における教育内容の向上を図るために当

該補助により看護師等養成を行った施設数（3施設） 
アウトカム ：県内における看護職員の確保及び看護の質の向上 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 
 

事業の内容 ・看護師等養成所における教育内容の向上を図ることにより、質の高い

看護師等を養成するため、専任教員の配置や実習経費など養成所の運

営を支援する。 
 
 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 94,953 (千円) 基金充当

額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

 

公 0 (千円) 
基金 国 63,302 (千円) 

都道

府県 
31,651 (千円) 民 63,302 (千円) 

うち受託事業等（再掲）

（注２） 

0 (千円) 
計 94,953 (千円) 

その他 0 (千円) 
備考（注３）  

 
（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事

業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.31】 
病院内保育所運営費補助事業 

【総事業費】 
53,010千円 

事業の対象と

なる医療介護

総合確保区域 

県全体 

事業の実施

主体 
院内保育所を設置する民間医療機関 

事業の目標 アウトプット：勤務環境を改善し、医療従事者の離職防止及び再就業促

進を図るために当該補助により院内保育所を運営した施設数（6施設） 
アウトカム ：県内における看護職員の確保、離職防止、再就業促進 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 
 

事業の内容 ・医療従事者の勤務環境の改善を図ることにより離職防止及び再就業を

図るため、勤務環境の改善を行う医療機関のうち、院内保育所の運営

により改善を進める民間医療機関の取組を支援する。 
 
 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 53,010 (千円) 基金充当

額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

 

公 0 (千円) 
基金 国 23,557 (千円) 

都道

府県 
11,779 (千円) 民 23,557 (千円) 

うち受託事業等（再掲）

（注２） 

0 (千円) 
計 35,336 (千円) 

その他 17,674 (千円) 
備考（注３）  

 
（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事

業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.32】 
看護職員就労環境改善事業 

【総事業費】 
162千円 

事業の対象と

なる医療介護

総合確保区域 

県全体 

事業の実施

主体 
山梨県 

事業の目標 アウトプット：多様な勤務形態等の導入や看護業務の効率化・職場風土

改善に関する研修会の実施回数（1回） 
アウトカム ：研修実施による看護業務の効率化及び勤務環境の改善 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 
 

事業の内容 ・医療施設における看護職員の就労環境改善のための体制の検討を促進

するため、看護管理者的業務に従事している者を対象に、短時間正規

雇用など多様な勤務形態等の導入や職場環境改善、雇用の質の向上等

に関する研修を行うとともに、最新の取組事例などの情報を提供する。 
 
 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 162 (千円) 基金充当

額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

 

公 108 (千円) 
基金 国 108 (千円) 

都道

府県 
54 (千円) 民 0 (千円) 

うち受託事業等（再掲）

（注２） 

0 (千円) 
計 162 (千円) 

その他 0 (千円) 
備考（注３）  

 
（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事

業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.33】 
医療施設勤務環境改善設備整備事業 

【総事業費】 
345,523千円 

事業の対象と

なる医療介護

総合確保区域 

県全体 

事業の実施

主体 
医療機関 

事業の目標 アウトプット：ナースコールの整備等により勤務環境及び医療提供体制

の改善を図る医療機関数（13施設） 
アウトカム ：看護業務の効率化、勤務環境の改善及び医療安全の確保 

事業の期間 平成 28年 1月 1日～平成 29年 3月 31日 
 

事業の内容 ・病棟の効率的運営による医療従事者の負担軽減や医療安全の確保を図

るため、医療機器に連動したナースコールシステムや離床センサーの

整備に対して助成する。 
 
 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 345,523 (千円) 基金充当

額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

 

公 56,634 (千円) 
基金 国 80,444 (千円) 

都道

府県 
40,222 (千円) 民 23,810 (千円) 

うち受託事業等（再掲）

（注２） 

0 (千円) 
計 120,666 (千円) 

その他 224,857 (千円) 
備考（注３） H27年度：49,382千円、H28年度：71,284千円 

 
（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事

業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）基本整備 

 （中項目）基盤整備 

 （小項目）人材育成に取り組む事業所の認証評価制度実施事業 

事業名 【No.34】 
介護職員確保定着促進事業 

【総事業費】 
3,334千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

山梨県全域 

事業の実施

主体 

山梨県（委託先：介護労働安定センター山梨県支部）、スキルアップ拠点施

設（仮称）として選定された介護保険施設等 

事業の目標 ・委員会の開催 3回 
・介護人材育成に関する優良施設の認定 12施設 
・スキルアップ拠点施設（仮称）の選定 2施設 

事業の期間 平成 27年 9月 1日～平成 28年 3月 31日 

事業の内容 
・介護の質の向上及び離職防止を図るため、介護職員の確保・定着に向けた

総合的な取り組みを実施する。 

 ・やまなし・介護の魅力発信委員会（仮称）の設置 

   ・事業者団体の推薦者、認知症研修講師、介護福祉士養成校の関係者

等により構成し、モデル給与規定・モデル就業規則の検討、認定施

設、スキルアップ拠点施設の選定等を行う。 

 ・介護人材育成認証制度の創設等 

   ・処遇改善や職場環境の改善を実践する施設を認定、その取り組みを

紹介 

   ・「モデル給与規程」「モデル就業規則」等を作成、普及 

 ・スキルアップ拠点施設（仮称）の選定等 

   ・先進的施設を拠点施設として選定し、当該施設の職員を中心として、

実習受入・地域開放、訪問指導等を実施 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 3,334 (千円) 基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 0 (千円) 
 

基
金 

国（Ａ） 2,223 (千円) 民 2,223 (千円) 
都道府県（Ｂ） 1,111 (千円) うち受託事業等

（再掲）（注２） 

1,923 (千円) 
 

計（Ａ＋Ｂ） 3,334 (千円) 
その他（Ｃ） 0(千円) 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合 
   は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記 

載すること。 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）参入促進 

 （中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

 （小項目）地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の理解促進 

      事業 

事業名 【No.35】福祉・介護の仕事の魅力発信事業（介護の魅力 ～
「深さ」と「楽しさ」～の発信） 

【総事業費】 
2,001千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

山梨県全域 

事業の実施

主体 

山梨県（委託先：山梨県社会福祉協議会） 

事業の目標 ・イベントの開催 1回、参加目標者数 150名 
 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 
 

事業の内容 福祉・介護の仕事の魅力を広く発信し、福祉・介護の仕事に関するイメージ

アップと理解の促進を図るため、福祉・介護の仕事への理解を深めてもらう

講演会や、先進的な事業を展開している介護事業所や NPOなどで働く職員
による介護体験などをテーマとしたシンポジウム、介護体験、福祉・介護に

関する展示・相談ブースの設置等のイベントを開催する。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）  (千円) 
2,001 

基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 (千円) 
0 

基
金 

国（Ａ）  (千円) 
1,334 

民  (千円) 
1,334 

都道府県（Ｂ）  (千円) 
667 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

 (千円) 
1,334 

計（Ａ＋Ｂ）  (千円) 
2,001 

その他（Ｃ） (千円) 
0 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合 
   は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記 
   載すること。 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）参入促進 

 （中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

 （小項目）地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の理解促進 

      事業 

事業名 【No.36】 
福祉・介護人材確保対策情報発信事業 

【総事業費】 
925千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

山梨県全域 

事業の実施

主体 

山梨県（委託先：山梨県社会福祉協議会） 

事業の目標 ・PR用クリアファイルの作成 15,000枚 
・テレビ CMの放送 15秒 CM×2回 
・新聞広告 2回 
 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 
 

事業の内容 中学生・高校生をはじめとする一般県民を対象に、福祉・介護の仕事の魅力

を発信するため、各種広報媒体を利用した一体的な広報を展開する。 

 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）  (千円) 
925 

基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 (千円) 
0 

基
金 

国（Ａ）  (千円) 
616 

民  (千円) 
616 

都道府県（Ｂ）  (千円) 
309 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

 (千円) 
616 

計（Ａ＋Ｂ）  (千円) 
925 

その他（Ｃ） (千円) 
0 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合 
   は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記 
   載すること。 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）参入促進 

 （中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

 （小項目）若者・女性・高年齢者など多様な世代を対象とした介護の職場

体験事業 

事業名 【No.37】 
職場体験事業 

【総事業費】 
1,477千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

山梨県全域 

事業の実施

主体 

山梨県（委託先：山梨県社会福祉協議会） 

事業の目標 職場体験実施者 100人（体験日数 2日） 
 
 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 
 

事業の内容 高校生・大学生をはじめ、他分野からの離職者、主婦層、高齢者層等の福祉・ 

介護分野への参入を促進するため、実際に介護現場で介護の仕事を体験する

ことにより、福祉・介護の仕事の魅力ややりがいを学んでもらう。 

 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）  (千円) 
1,477 

基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 (千円) 
0 

基
金 

国（Ａ）  (千円) 
985 

民  (千円) 
985 

都道府県（Ｂ）  (千円) 
492 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 
985 

計（Ａ＋Ｂ）  (千円) 
1,477 

その他（Ｃ） (千円) 
0 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合 
   は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記 
   載すること。 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）参入促進 

 （中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

 （小項目）助け合いによる生活支援の担い手の養成事業 

事業名 【No.38】 
基準緩和型訪問サービス従事者等養成研修会開催事業 

【総事業費】 
618千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

山梨県全域 

事業の実施

主体 

山梨県 

事業の目標 （１）新しい総合事業参入研修会 受講者数：150人 
（２）基準緩和型訪問サービス従事者養成研修会  受講者数：50人  
（３）移動サービス・配食サービス従事者養成研修会  受講者数：50人 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 
 

事業の内容 ・新しい総合事業において実施する基準緩和型の訪問サービス及び生活支援

サービスの従事者を養成するため、次の研修会を実施する。 

 （１）事業者・NPOに対する新しい総合事業参入に向けた研修会 

 （２）基準緩和型の訪問サービスに係る従事者養成研修会 

 （３）広域的な移動サービス・配食サービスに係る従事者養成研修会 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）  (千円) 
618 

基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公  (千円) 
412 

基
金 

国（Ａ）  (千円) 
412 

民 (千円) 
0 

都道府県（Ｂ）  (千円) 
206 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 
0 

計（Ａ＋Ｂ）  (千円) 
618 

その他（Ｃ） (千円) 
0 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合 
   は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記 
   載すること。  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）参入促進 

 （中項目）地域のマッチング機能強化 

 （小項目）多様な人材層（若者・女性・高齢者）に応じたマッチング機能

強化事業 

事業名 【No.39】 
求人・求職のマッチング機能強化事業 

【総事業費】 
9,697千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

山梨県全域 

事業の実施

主体 

山梨県（委託先：山梨県社会福祉協議会） 

事業の目標 福祉・介護職の入職への人材確保を図るとともに、求職者の多様なニーズに

伴う就労条件を把握し、きめ細かなマッチングを行い、人材定着を支援する。 

・マッチングによる雇用創出目標数 33名 
事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 

 

事業の内容 ・キャリア支援専門員の配置   2名配置 
・求職者支援活動（ハローワーク訪問活動） 

・求人・求職開拓活動 

 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）  (千円) 
9,697 

基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 (千円) 
0 

基
金 

国（Ａ）  (千円) 
6,465 

民  (千円) 
6,465 

都道府県（Ｂ）  (千円) 
3,232 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

 (千円) 
6,465 

計（Ａ＋Ｂ）  (千円) 
9,697 

その他（Ｃ） (千円) 
0 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合 
   は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記 
   載すること。 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）キャリアアップ研修の支援 

 （小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業 

（その１） 

事業名 【No.40】 
福祉・介護人材キャリアパス支援事業 

【総事業費】 
6,190千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

山梨県全域 

事業の実施

主体 

山梨県（委託先：山梨県社会福祉協議会） 

事業の目標 福祉・介護職員等へのキャリアパスを支援するとともに、定着促進を図る。 

・職員育成キャリアパス支援研修受講修了目標数 360人（募集定員の 100%） 
・キャリア形成技術指導事業受講修了者       100人（    〃     ） 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 
 

事業の内容 ・キャリアパス支援研修 

・キャリア形成技術指導事業 

・研修事業専門員の配置 1名 
 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）  (千円) 
6,190 

基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 (千円) 
0 

基
金 

国（Ａ）  (千円) 
4,127 

民  (千円) 
4,127 

都道府県（Ｂ）  (千円) 
2,063 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

 (千円) 
4,127 

計（Ａ＋Ｂ）  (千円) 
6,190 

その他（Ｃ） (千円) 
0 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合 
   は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記 
   載すること。 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）キャリアアップ研修の支援 

 （小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業 

（その１） 

事業名 【No.41】 
介護職員等医療的ケア研修事業 

【総事業費】 
6,444千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

山梨県全域 

事業の実施

主体 

山梨県（委託研修機関） 

事業の目標 ・指導者養成講習 80名×1回 講義・演習 1.5日 
・基本研修 60名×1コース 講義 50時間 筆記試験・演習 2日間及び評価 
・実地研修 60名×1コース 事業所内での実習（約 3か月間） 
・医療的ケア検討委員会 検討委員会 2回、研修部会 1回 

事業の期間 平成 27年 5月 1日～平成 28年 3月 31日 
 

事業の内容 特別養護老人ホームや介護老人保健施設、グループホーム等の介護職員等

に、たんの吸引・経管栄養等医行為について、国が定める一定の研修（第一

号・第二号研修）を実施し、医療的ケアのニーズに対応可能な人材の確保と

サービスの質の向上を図り、介護基盤を強化する。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）  (千円) 
6,444 

基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 (千円) 
0 

基
金 

国（Ａ）  (千円) 
4,296 

民  (千円) 
4,296 

都道府県（Ｂ）  (千円) 
2,148 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

 (千円) 
4,296 

計（Ａ＋Ｂ）  (千円) 
6,444 

その他（Ｃ） (千円) 
0 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合 
   は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記 
   載すること。 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業 

（その３）（介護支援専門員資質向上事業） 

事業名 【No.42】 
介護支援専門員資質向上事業 

【総事業費】 
9,914千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

山梨県全域 

事業の実施

主体 

（１）山梨県（委託先：山梨県介護支援専門員協会） 

（２）・（３）山梨県（指定研修実施機関：山梨県社会福祉協議会） 

事業の目標 （１）介護支援専門員実務従事者基礎研修事業 

・研修受講人数 70名 
・実施回数 1回 
・実施箇所数 1箇所 
・研修時間数 33時間（講義 16時間、演習 17時間）計 5日間 

（２）介護支援専門員更新研修（法定研修）事業 
・研修受講人数 35名 
・実施回数 1コース（講義 2日、演習 5日） 

（３）介護支援専門員専門研修（法定研修）事業 

・研修受講人数 430名（専門研修Ⅰ 130名、専門研修Ⅱ 300名） 
・実施回数 1回（各研修 1コース） 

    ＜専門研修Ⅰ＞ 講義 7.5日、演習 1日  
    ＜専門研修Ⅱ＞ 講義 0.5日、演習 2.5日 

事業の期間 （１）平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 
（２）平成 28年 1月 1日～平成 28年 3月 31日 
（３）平成 27年 5月 1日～平成 27年 7月 31日（専門研修Ⅰ） 

平成 27年 8月 1日～平成 27年 9月 31日（専門研修Ⅱ） 

事業の内容 （１）介護支援専門員実務従事者基礎研修事業 

実務就業後１年未満の介護支援専門員を対象に、ケアマネジメントプ

ロセスやケアプラン作成等の技術習得等を中心とした研修を実施するこ

とにより、効果的に初任段階の介護支援専門員の実務能力の向上を図る。 

（２）介護支援専門員更新研修（法定研修）事業 
   介護支援専門員証の有効期限が 1年未満に満了する者を対象に、研修

受講の機会を確保することにより、ケアマネジメントについて再度必要

な視点や手法を習得し、専門職としての能力の保持と向上を図る。 
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（３）介護支援専門員専門研修（法定研修）事業 

①実務就業後 6か月以上の介護支援専門員（専門研修Ⅰ）、②就業後 3
年以上の介護支援専門員（専門研修Ⅱ）を対象に、各々のキャリアに応

じたケアマネジメントプロセスの再確認や社会資源・各サービスの特性

等の理解を深め、高齢者の自立支援に資するサービス提供を行うために

必要な研修を実施し、専門職としての能力の向上を図る。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）  (千円) 
9,914 

基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 (千円) 
0 

基
金 

国（Ａ） (千円) 
3,019 

民  (千円) 
3,019 

都道府県（Ｂ）   (千円) 
1,510 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

 (千円) 
3,019 

計（Ａ＋Ｂ）  (千円) 
4,529 

その他（Ｃ） (千円) 
5,385 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合 
   は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記 
   載すること。 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）研修代替職員の確保支援 

（小項目）各種研修に係る代替要員の確保対策事業 

事業名 【No.43】 
代替要員の確保による現任介護職員等の研修支援事業 

【総事業費】 
10,094千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

山梨県全域 

事業の実施

主体 

山梨県（委託事業者）、年間研修計画に基づき介護職員を研修に参加させた

介護保険施設等 

事業の目標 ・申請件数 １６件 

事業の期間 平成 27年 9月 1日～平成 28年 3月 31日 
 

事業の内容 複雑化・高度化する介護ニーズ等に対応する介護職員を育成するため、介護

保険施設等が年間研修計画に基づき、資質向上及びキャリアアップ等を目的

とした研修に介護職員を参加させる場合に、代替要員確保等のための支援を

行う。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）  (千円) 
10,094 

基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 (千円) 
0 

基
金 

国（Ａ） (千円) 
6,729 

民  (千円) 
6,729 

都道府県（Ｂ）   (千円) 
3,365 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

 (千円) 
1,369 

計（Ａ＋Ｂ）  (千円) 
10,094 

その他（Ｃ） (千円) 
0 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合 
   は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記 
   載すること。 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）潜在有資格者の再就業促進 

 （小項目）潜在介護福祉士の再就業促進事業 

 

事業名 【No.44】 
再就労者支援事業 

【総事業費】 
501千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

山梨県全域 

事業の実施

主体 

山梨県（委託先：山梨県社会福祉協議会） 

事業の目標 求人・求職マッチング機能強化事業及び、福祉・介護キャリアパス支援事業

と組み合わせて実施することにより、求職者・求人事業者にとって効率の良

いプログラム実施を目指す。 

・対象人数 15人程度見込 
事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 

 

事業の内容 潜在的有資格者(介護福祉士・介護職員初任者研修修了者等）の求職者を対

象に、個別の状況に応じた講習、実習等を組み合わせた職場復帰プログラム

を実施して、再就業の支援を図る。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）  (千円) 
501 

基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 (千円) 
0 

基
金 

国（Ａ）  (千円) 
334 

民  (千円) 
334 

都道府県（Ｂ）  (千円) 
167 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

 (千円) 
334 

計（Ａ＋Ｂ）  (千円) 
501 

その他（Ｃ） (千円) 
0 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合 
   は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記 
   載すること。 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質向上 

 （中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

 （小項目）認知症に携わる人材の育成のための研修事業 

事業名 【No.45】 
認知症地域医療支援事業 

【総事業費】 
1,990千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

山梨県全域 

事業の実施

主体 

山梨県（（1）は国立研究開発法人国立長寿医療研究センターに委託、（2）・（3）

の一部は山梨県医師会に委託） 

事業の目標 認知症サポート医の養成 10名 
認知症サポート医フォローアップ研修受講者数 36名 
かかりつけ医等認知症対応力向上研修 新規受講者数 140名 
病院勤務における医療従事者向け認知症対応力向上研修 3病院（各 50人） 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 
 

事業の内容 地域における認知症医療支援体制の充実を図るため、次の事業を行う。 

（1）認知症サポート医の養成 

（2）認知症サポート医フォローアップ研修 

（3）かかりつけ医等認知症対応力向上研修 

（4）病院勤務における医療従事者向け認知症対応力向上研修 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）  (千円) 
1,990 

基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公  (千円) 
905 

基
金 

国（Ａ）  (千円) 
1,327 

民  (千円) 
422 

都道府県（Ｂ）  (千円) 
663 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 
422 

計（Ａ＋Ｂ）  (千円) 
1,990 

その他（Ｃ） (千円) 
0 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合 
   は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記 
   載すること。 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質向上 

 （中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

 （小項目）認知症に携わる人材の育成のための研修事業 

事業名 【No.46】 
認知症初期集中支援チーム員研修事業 

【総事業費】 
2,800千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

山梨県全域 

事業の実施

主体 
山梨県（委託先：国立長寿医療研究センター） 

事業の目標 
受講者数 26市町村＋9地域包括支援センター（委託）×２名＝70名 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 
 

事業の内容 市町村等が実施する初期集中支援推進事業に関わるチーム員としての知

識・技術を習得することを目的とした研修を実施する。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）  (千円) 
2,800 

基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 (千円) 
1,867 

基
金 

国（Ａ）  (千円) 
1,867 

民 (千円) 
0 

都道府県（Ｂ）  (千円) 
933 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

 (千円) 
0 

計（Ａ＋Ｂ）  (千円) 
2,800 

その他（Ｃ） (千円) 
0 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合 
   は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記 
   載すること。 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質向上 

 （中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

 （小項目）認知症に携わる人材の育成のための研修事業 

事業名 【No.47】 
認知症地域支援推進員研修事業 

【総事業費】 
1,330千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

山梨県全域 

事業の実施

主体 
山梨県（委託先：認知症介護研究・研修東京センター） 

事業の目標 
受講者数 地域包括支援センター数×1名＝36名 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 
 

事業の内容 市町村等に配置された（又は配置予定の）認知症地域支援推進員がその役割

を担う知識・技術を習得することを目的とした研修を実施する。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）  (千円) 
1,330 

基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公  (千円) 
0 

基
金 

国（Ａ）  (千円) 
887 

民  (千円) 
887 

都道府県（Ｂ） (千円) 
443 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 
887 

計（Ａ＋Ｂ）  (千円) 
1,330 

その他（Ｃ） (千円) 
0 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合 
   は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記 
   載すること。 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質向上 

 （中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

 （小項目）認知症に携わる人材の育成のための研修事業 

事業名 【No.48】 
認知症対応型サービス事業者等研修事業 

【総事業費】 
724千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

山梨県全域 

事業の実施

主体 

山梨県（（１）～（３）は山梨県社会福祉協議会に委託、（４）は認知症介護

研究・研修大府センターに委託） 

事業の目標 （１）認知症対応型サービス事業者開設者研修事業 

・受講者数 20名×1コース（講義・演習 2日間） 
（２）認知症対応型サービス事業者管理者研修事業 

・受講者数 30名×1コース（講義・演習 2日間） 
（３）小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修事業 

・受講者数 20名×１コース（講義・演習 2日間） 
（４）認知症介護指導者養成研修事業（フォローアップ研修） 
   ・受講者数 指導者 2名（講義・演習 5日間） 

事業の期間 （１）～（３）平成 27年 10月 1日～平成 27年 11月 30日 
（４）平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日（委託先の日程による） 

事業の内容 （１）認知症対応型サービス事業者開設者研修事業 

認知症介護サービス事業開設者に対して、開設者としてサービス事業

を管理・運営していくための知識・技術の習得を目的とするための研修

を実施する。 

（２）認知症対応型サービス事業者管理者研修事業 
認知症対応型通所介護事業所、小規模多機能型居宅介護事業所、認知

症対応型共同生活介護事業所及び複合型サービス事業所を管理・運営し

ていくために必要な知識及び技術の習得を目的とするための研修を実施

する。 

（３）小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修事業 
小規模多機能型居宅介護事業所及び複合型サービス事業所の計画作成

担当者となる者が、小規模多機能型居宅介護計画を適切に作成する上で

必要な知識・技術の習得を目的とするための研修を実施する。 

（４）認知症介護指導者養成研修事業（フォローアップ研修） 
   認知症介護指導者に対し、最新の認知症介護に関する高度な専門的知

識及び技術を習得させるとともに、高齢者介護実務者に対する研修プロ

グラム作成方法及び教育技術の向上を図るため研修を実施する。 
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事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） (千円) 
724 

基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公  (千円) 
0 

基
金 

国（Ａ） (千円) 
392 

民 (千円) 
392 

都道府県（Ｂ） (千円) 
195 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 
392 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 
587 

その他（Ｃ） (千円) 
137 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合 
   は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記 
   載すること。 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質向上 

 （中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

 （小項目）地域包括ケアシステムの構築に資する人材育成・資質向上事業 

事業名 【No.49】 
地域包括支援センター職員研修事業 

【総事業費】 
416千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

山梨県全域 

事業の実施

主体 
山梨県 

事業の目標 ・受講者数 

(1)新任者研修 37人 
(2)現任者研修 70人 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 
 

事業の内容 地域包括支援センター職員を対象とした次の研修を実施する。 

 (1)新任者研修 

 (2)現任者研修 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） (千円) 
416 

基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公  (千円) 
277 

基
金 

国（Ａ） (千円) 
277 

民 (千円) 
0 

都道府県（Ｂ） (千円) 
139 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 
0 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 
416 

その他（Ｃ） (千円) 
 0 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合 
   は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記 
   載すること。 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質向上 

 （中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

 （小項目）地域包括ケアシステムの構築に資する人材育成・資質向上事業 

事業名 【No.50】 
地域包括ケア推進アドバイザー派遣等事業 

【総事業費】 
1,543千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

山梨県全域 

事業の実施

主体 
山梨県 

事業の目標 ・アドバイザー派遣回数、研究会開催回数 

(1)アドバイザー派遣回数 80回（20市町村に各 4回） 
(2)研究会開催回数 3回 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 
 

事業の内容 地域ケア会議の推進を図るための市町村へのアドバイザー派遣、研究会の開

催を行う。 

 (1)県内全市町村における効果的な推進を目指し、市町村の実情に対応し

たアドバイザー（県内大学教授等 6人）を派遣 
 (2)地域ケア会議を実践する中での課題の整理や対応策の検討を行うた

め、アドバイザー・市町村等をメンバーとする研究会を開催 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） (千円) 
1,543 

基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公  (千円) 
1,028 

基
金 

国（Ａ） (千円) 
1,028 

民 (千円) 
0 

都道府県（Ｂ） (千円) 
515 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 
0 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 
1,543 

その他（Ｃ） (千円) 
  0 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合 
   は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記 
   載すること。 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

 （小項目）地域包括ケアシステム構築に資する人材育成・資質向上事業 

 

事業名 【No.51】 
生活支援コーディネーター養成研修会開催事業 

【総事業費】 
453千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

山梨県全域 

事業の実施

主体 

山梨県 

事業の目標 ・研修会開催 2回 
・コーディネーター養成研修受講者 60人 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 
 

事業の内容 〇 各市町村が順次配置する生活支援コーディネーターの資質向上を図る

ための研修会を開催する。 

 ・1日目 講義（介護保険制度等、生活支援サービスについて、コーディ
ネーターの役割）、演習・グループワーク 

 ・2日目 講義（生活支援ニーズの把握、地域課題の把握、資源開発）、演
習・グループワーク 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）  (千円) 
453 

基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 (千円) 
302 

基
金 

国（Ａ）  (千円) 
302 

民 (千円) 
0 

都道府県（Ｂ）  (千円) 
151 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 
0 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 
453 

その他（Ｃ） (千円) 
0 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合 
   は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記 
   載すること。 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

 （小項目）地域包括ケアシステム構築に資する人材育成・資質向上事業 

 

事業名 【No.52】 
地域ケア会議構築支援事業 

【総事業費】 
4,000千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

山梨県全域 

事業の実施

主体 

市町村、地域包括支援センター 

事業の目標 ・全ての市町村で地域ケア会議を実施 

・1市町村で地域ケア会議の効果的、継続的な運営を図るための研修又は検
討会を開催 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 
 

事業の内容 個別事例のアセスメント力の向上や、個別事例から政策課題に繋げるため

の、又は多職種の連携を図るための研修や検討会の開催に対する助成 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） (千円) 
4,000 

基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 (千円) 
2,000 

基
金 

国（Ａ） (千円) 
2,000 

民 (千円) 
0 

都道府県（Ｂ） (千円) 
1,000 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 
0 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 
3,000 

その他（Ｃ） (千円) 
1,000 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合 
   は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記 
   載すること。 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

 （小項目）権利擁護人材育成事業 

事業名 【No.53】 
市民後見人養成研修推進事業 

【総事業費】 
4,267千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

中北、峡東、富士・東部 

事業の実施

主体 

市町村（山梨市、大月市、南アルプス市、北杜市、笛吹市） 

事業の目標 山梨市：市民後見人の養成から活動までの支援体制構築に向けた検討会の開

催 
大月市：市民後見人養成講座 
南アルプス市：生活支援員・市民後見人養成講座、事例検討会、普及啓発研

修会 
北杜市：権利擁護体制研修会、市民後見人フォローアップ研修、啓発講演会 
笛吹市：生活支援員・市民後見人養成講座、フォローアップ研修 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 
 

事業の内容 市町村が実施する市民後見人養成研修及び市民後見人の支援体制構築に向

けた取り組みに対し助成する。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）  (千円) 
4,267 

基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公  (千円) 
2,133 

基
金 

国（Ａ）  (千円) 
2,133 

民 (千円) 
0 

都道府県（Ｂ）  (千円) 
1,067 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 
0 

計（Ａ＋Ｂ）  (千円) 
3,200 

その他（Ｃ）  (千円) 
1,067 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合 
   は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記 
   載すること。 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

 （小項目）介護予防の推進に資するＰＴ・ＯＴ・ＳＴ指導者育成事業 

事業名 【No.54】介護予防リハビリテーション専門職リーダー養成研
修会開催事業 

【総事業費】 
331千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

山梨県全域 

事業の実施

主体 

山梨県（委託先：県 PT士会、県 OT士会、県 ST士会） 

事業の目標 3士会合同介護予防リーダー養成研修会 1回開催・受講者数 150名 
 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 

事業の内容 リハビリテーション専門職の PT、OT、STに対し、市町村の介護予防等へ
の協力を進めるためリーダーを養成する。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）  (千円) 
331 

基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 (千円) 
0 

基
金 

国（Ａ）  (千円) 
221 

民  (千円) 
221 

都道府県（Ｂ）  (千円) 
110 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

 (千円) 
221 

計（Ａ＋Ｂ）  (千円) 
331 

その他（Ｃ） (千円) 
0 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合 
   は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記 
   載すること。 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）労働環境・処遇の改善 

 （中項目）人材育成力の強化 

 （小項目）新人職員に対するエルダー・メンター制度導入支援事業 

 

事業名 【No.55】 
労働環境・処遇改善、人材育成力強化事業 

【総事業費】 
194千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

山梨県全域 

事業の実施

主体 

山梨県（委託先：山梨県社会福祉協議会） 

事業の目標 職員定着化に向けた支援体制の構築と具体的な技法の習得・体得を目的とす

る。 

・研修受講目標数 30人（募集人員の 100%） 
 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 

事業の内容 労働環境・処遇改善、人材育成力の強化の観点から、新人介護職員に対する

エルダー・メンター制度等の導入を支援するための研修を実施する。 

 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）  (千円) 
194 

基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 (千円) 
0 

基
金 

国（Ａ）  (千円) 
129 

民  (千円) 
129 

都道府県（Ｂ）  (千円) 
65 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

 (千円) 
129 

計（Ａ＋Ｂ）  (千円) 
194 

その他（Ｃ） (千円) 
0 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合 
   は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記 
   載すること。 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）労働環境・処遇の改善 

 （中項目）勤務環境改善支援 

 （小項目）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業（その２）

（介護ロボット導入支援事業） 

事業名 【No.56】 
介護ロボット導入支援事業 

【総事業費】 
1,000千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

山梨県全域 

事業の実施

主体 

介護ロボット導入計画に基づき介護ロボットを導入する介護事業所 

事業の目標 介護ロボットの導入数 10機器 

事業の期間 平成 27年 10月 1日～平成 28年 3月 31日 

事業の内容 介護施設の管理者等が雇用管理改善の一環として介護ロボット導入計画を

策定して介護ロボットの導入を行う取り組みを支援する。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）  (千円) 
1,000 

基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 (千円) 
0 

基
金 

国（Ａ）  (千円) 
667 

民  (千円) 
667 

都道府県（Ｂ）  (千円) 
333 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

 (千円) 
0 

計（Ａ＋Ｂ）  (千円) 
1,000 

その他（Ｃ） (千円) 
0 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合 
   は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記 
   載すること。 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）労働環境・処遇の改善 

 （中項目）子育て支援 

 （小項目）介護従事者の子育て支援のための施設内保育施設運営支援事業 

事業名 【No.57】 
介護事業所内保育所運営費補助事業 

【総事業費】 
9,641千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

山梨県全域 

事業の実施

主体 

施設内保育所を設置する介護事業者 

事業の目標 施設内保育の運営により計画的な勤務環境改善を図る介護事業所数 4施設 

事業の期間 平成 27年 10月 1日～平成 28年 3月 31日 
 

事業の内容 介護従事者の勤務環境の改善を図ることにより離職防止及び再就業を図る

ため、勤務環境の改善を行う介護事業所のうち、施設内保育所の運営により

改善を進める介護事業所の取り組みを支援する。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）  (千円) 
9,641 

基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 (千円) 
0 

基
金 

国（Ａ）  (千円) 
4,284 

民  (千円) 
4,284 

都道府県（Ｂ）  (千円) 
2,143 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

 (千円) 
0 

計（Ａ＋Ｂ）  (千円) 
6,427 

その他（Ｃ） (千円) 
3,214 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合 
   は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記 
   載すること。 
 

(2) 事業の実施状況 

事業区分の１、２及び４にかかる事業の実施状況は、別紙「事後評価」のとおり。 

 


